




有していたが、昭和 61 年以降は自身の考えから持株比率を 43％に減らし、仮にＸ以外の株主
全員がＸの取締役解任に賛成した場合にはこれを阻止できない状況にあった。
Ｘは、個人として、国と公益法人との随意契約には問題があり原則として廃されるべきで
あるという政治的意見を有しており、平成 21 年 1 月頃請願活動の一環として衆議院議員Ｂと
面会し、Ａ社の資料及び東京湾口航路事務所（国土交通省の出先機関である関東地方整備局
〔以下「関東地整」という。〕の港湾航空局に属する）からの文書をＢ議員の勉強用資料とし
















のリスク排除のため海堡を撤去したいという考えを有していた。平成 22 年 7 月、遺構が湾口




東京高等裁判所 2019〔平成 31〕年 4 月 10 日判決















































































れば、Ｘが民法 724 条に規定する「加害者」を知った時期は、平成 26 年から平成 27 年にか
− 42 −
けてのインタビューが終了した時であり、それまでの間は消滅時効は進行しないものと解さ
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号（1960 年）31 頁。
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頁。
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234 条 1 項は自治体が売買、貸借、請負その他の契約を締結する場合の契約締結方法のひとつとして随意
契約を認めるが、契約の相手の相手方が固定し契約の締結が情実に左右されるなど公正を妨げる事態を生
じるおそれがあること、特に天下り機関への委託に用いられやすいことが問題として指摘されている。武
藤博己「随意契約」法学教室 311 号（2006 年）2頁、石井昇「随意契約の方法による行政契約の締結―




13　西埜章『国家賠償法コンメンタール〔第 2版〕』（勁草書房、2014 年）1146 頁。
